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1．はじめに 

 事業促進 PPP の業務「見える化」の試み①において、

国土交通省が発注する事業促進 PPP の業務記録簿を確

認した結果、抽象的な表現となっている例が多く、具

体的な作業や貢献内容を明確にするため、業務記録簿

で、4W（「いつ（When）」「どこで（Where）」「だれが

（Who）」「なにを（What）」）に関する情報を明記する

試みについて報告した。本報文は、既存の事業監理業

務 4案件において、改善した業務記録簿を 2週間の試

行的に活用した結果を集計し、比較および考察を行う

ものである。 

 

2．試行の概要 

 表 1に試行の概要を示す。4案件のうち、1案件が通

常時の大規模事業、残り 3案件が災害復興の事業である。

事業の特性、規模、進捗段階により、人員構成に多少の

違いが見られる。また、4案件とも技術資料作成等の発

注者支援業務が別途発注されており、事業促進 PPP の業

務としては、調査・設計等の指導・調整、地元及び関係

行政機関等との協議、事業管理（コストや工程の管理）

等のマネジメント業務が中心となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．業務記録簿（改善案）集計結果 

(1）業務内容別集計結果 

 業務内容別作業時間割合を案件別に比較したものを 

 

図 1に示す。これにより、事業促進 PPP がどの項目に時

間を割いているかがわかる。事業の特性や段階により、

地元や関係行政機関との複雑な調整を伴うかといった

事業の特性や、調査・測量・設計と施工などの事業の段

階によって、その割合は異なる。例えば、A 案件では、

「調査・測量・設計」の占める割合が多いのに対して、

B・C 案件では、施工管理の占める割合が多く、計画、

設計から工事に移った段階であることが伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2は、更に詳細の情報として「事業管理」の項目に

ついて内容別の作業時間割合を示したものである。B案

件では、多岐に亘る内容に関する作業より構成されてい

るのに対して、D案件では工事計画に特化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）実施内容別集計結果 

 実施内容別作業時間割合を図3に示す。A案件では「内

容精査」、B案件では「案作成」、C・D案件では「資料整

理」に多く時間を割いており、案件に応じて様々である。

このように、案件により、受注者の作業内容に差が生じ

図 1 項目別作業時間割合 

図 2 内容別作業時間割合（事業管理の内訳） 
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※A 案件においては「施工 

 管理」が特記仕様書に含 

 まれていない 

表 1 業務記録簿（改善案）試行の案件概要（人） 

（H30.2 月現在）
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る背景に、案作成等の技術的知見を生かす多様な業務経

験、スキルを持った技術者の配置状況等の違いが影響あ

ることがわかった。資料整理は、発注者支援業務、設計

者、施工者にさせるという基本的な考え方もあるものの、

ヒアリングでは、「時間の制約があり、臨機の対応が必

要な場合など、資料作成補助業務ではなく、事業促進

PPP の受注者が対応するケースもある」といった意見も

聞かれ、迅速な対応が求められるケースでは、事業促進

PPP の受注者が資料作成を行うことが効果的な場合も

あることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）場面別、相手別集計結果 

 場面別作業時間割合を図 4 に示す。このグラフは、

全体の作業時間に対して、会議等の占める時間の割合

を示したもので、「その他」は主に事務所内でのデスク

ワークが該当する。どの案件においても「協議・交渉・

説明会」の占める割合は少ない。「会議・打合せ」に全

体の 5～20％の時間を費やしており、これによりコミュ

ニケーションの頻度がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                

 また、図 5 は「会議・打合せ」の相手別作業時間割

合を示す。どの案件においても、発注者の割合が高い。

また、A 案件では業務受注者の割合が高く、B・C 案件

では工事受注者の割合が高い。 

 

4．まとめ 

（1）業務記録簿による「見える化」 

 業務記録簿による事業促進 PPP の「見える化」を行

うことにより、どのような場面で、どのような相手に

対し、技術的知見を必要とする案作成や内容精査が行

われたのか、技術的知見を必要としない資料作成が行

われたのか等の実施内容を明確化できるようになった。

これにより、従来、ヒアリングをしなければ明らかに

できなかった事業促進 PPP の受注者が行う作業内容を

業務記録簿から明らかにすることができる。 

（2）常駐・専任、受注制限緩和が課題 

現状では、事業促進 PPP の受注者には、公平中立性

に配慮して、対象国内の業務・工事の受注制限を設け、

主任技術者、担当技術者には常駐・専任を求めている。

業務の兼務する場合、工事を受注する場合と比較して

利益が少なくなるため、事業促進 PPP を受注意欲が高

まらないという課題がある。そのため、事業促進 PPP

の作業状況を明らかにし、発注者、事業促進 PPP の受

注者、発注者支援業務の受注者、設計者、施工者等、

様々な関係者それぞれの得意分野を活かした役割分担

の最適化を図ることにより、上記の課題に対応してい

くことが必要である。例えば、ECI（技術提案・交渉方

式）を活用することにより、事業上流段階のマネジメ

ントに関与した者が引き続き、施工することができる。 

（3）成果の反映と活用 

 「国土交通省直轄の事業促進ＰＰＰに関するガイド

ライン（平成 31 年 3 月）」には、業務記録簿の記載項

目事例が示され、本稿の成果が反映されている。ガイ

ドラインを参考に業務記録簿を作成することにより、

事業促進 PPPの業務の実施状況を明らかにすることで、

ガイドラインの活用による事業促進 PPP の業務改善効

果や大規模災害復旧・復興事業、大規模事業で必要と

なる業務を参画意欲に配慮した最適な分担方法の検討

を行うことができる。 

 最後に、今回の分析を行うにあたり、地方整備局の

方々には、データ提供等に多大なご協力を頂いた。こ

こに記して深く感謝する。 

図 4 場面別作業時間割合 

図 3 実施内容別作業時間割合 

図 5 「会議・打合せ」相手別作業時間割合 
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